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Ⅰ 国民健康保険事業特別会計 

 

本年度の歳出決算額は、179億 2,517 万 6千円となり、前年度と比較すると 249 万 9

千円（0.01％）の増となりました。 

『保険給付費』は、被保険者数の減少などの影響により 3,500 万 2千円（0.3％）の

減となりました。一方で、『総務費』は令和６年度給与改定の影響や令和６年 12月から

のマイナンバーカードと健康保険証の一体化に合わせてシステム改修を行ったことな

どにより、3,384万 2千円（14.2％）の増となりました。また、都支出金等の前年度超

過収入額に係る返還金の増により、『諸支出金』が 2,845 万円（23.4％）の増となりま

した。 

歳入決算額は、181億 4,022万円となり、前年度と比較すると 6,884万 3千円（0.4％）

の増となりました。これは、『国民健康保険税』が被保険者数の減少による影響があっ

たものの、保険税の改定1を反映して 2億 5,347万 4 千円（6.7％）の増となったことや、

令和４年度の収納率の向上などによる「療養給付費等補助金」の増などから、『都支出

金』が 6,028 万円（0.5％）の増となったことなどによるものです。 

こうしたことから、『繰入金』のうち、一般会計からの「その他繰入金」は 3 億 2,800

万円（15.4％）の減となりました。  

 
1
 保険税の改定 

課税限度額 990,000 円（令和５年度まで）→ 1,060,000 円（令和６年度） 

 1,090,000 円（令和７年度以降） 

所得割税率     8.8 ％（令和５年度まで）→       9.5 ％（令和６年度） 

 10.0％（令和７年度以降） 

均等割額   52,200 円（令和５年度まで）→    54,200 円 （令和６年度以降） 
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（表 18）款別の決算額 

（歳　入）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 円 円

118,577 108,134
(164,191) (151,442)

2 2

(3) (2)

339 25

(469) (35)

333,310 322,723

(461,526) (451,974)

78,209 84,407

(108,294) (118,212)

24,912 23,087

(34,494) (32,333)

53,297 61,320

(73,800) (85,879)

4,396 3,459

(6,087) (4,844)

1,400 1,260

(1,938) (1,764)

536,233 520,010

(742,508) (728,273)

（歳　出）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 円 円

8,045 6,857

(11,139) (9,604)

319,880 312,392

(442,930) (437,504)

193,618 188,895

(268,099) (264,548)

3,901 4,092

(5,401) (5,730)

4,432 3,495

(6,137) (4,895)

－ 0

－ (0)

529,876 515,731

(733,706) (722,281)

※　令和５年度年間平均被保険者数　34,752人　同平均世帯数　24,814世帯

※　令和６年度年間平均被保険者数　33,829人　同平均世帯数　24,431世帯

60,280 

増　△減

23.7 

0.5 

3,559 

5.0 

△15.4 

8.1 

0.4 

28,496 

40,432 

被保険者1人(世帯)当たり

0.8 121,471 0.7 28,450 

1.3 33,842 14.2 

△35,002 △0.3 60.610,856,230

△0.2 △14,568 

令和５年度

合　　　　計

合　　　　計

2. 保 険 給 付 費

5. 諸 支 出 金

1. 総 務 費

4. 保 健 事 業 費

科       目

4,011,358

11,466

1.

共 同 事 業 拠 出 金

科       目

4.

149,921

― 

令和６年度

2. 使 用 料 及 び 手 数料 63

3.
国民健康保険事業費
納 付 金

253,474 6.7 

100.0

11,275,553

2,645,736

0.0

3.

国 民 健 康 保 険 税

国 庫 支 出 金

148,700

47,344

22.1

6.

7.

繰 越 金

諸 収 入

都 支 出 金

10.5 

増　△減 被保険者1人(世帯)当たり

18,140,220

0.1

62.1

△287,568 14.6 △9.8 

10,596 

0.0 6 

68,843 

120,204

43,785

18,071,377

0.7

0.2

1,217.9 

令和５年度

0.8

0.3

100.0

0.0

62.1

16.2

11,215,273

2,933,304

3,757,884

870

57

令和６年度

20.8

5. 繰 入 金

1. 法 定 繰 入 金

2. そ の 他 繰 入 金 1,803,000 9.9

842,736 4.7 802,304 4.4

17,925,176 100.0 17,922,677 100.0

△7.2 

2,499 0.01 

0.0 0 ― 0 ― 

23.4 

142,188 0.8 △10,223 131,965 0.7

6,549,918 36.6

2,131,000 11.8 △328,000 

10,821,228 60.4

272,144 1.5 238,302

6,564,486 36.6
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Ⅱ 介護サービス事業特別会計 

 

本年度の歳出決算額は、6 億 2,881 万 7 千円となり、前年度と比較すると 2,859 万  

6 千円(4.8％)の増、歳入決算額は、6 億 3,230万 4 千円となり、2,908万 1千円(4.8％)

の増となりました。 

施設別の運営状況をみると、牟礼老人保健施設「はなかいどう」の入所部門の年間平

均利用率は、令和３、４年度の大規模改修工事における利用の落ち込みが回復している

ことから、81.9％（前年度比 1.6ポイント増）となりました。一方で、通所部門の年間

平均利用率は、新規利用者の伸び悩みにより、68.7％（前年度比 4.5 ポイント減）とな

りました。また、高齢者センター「けやき苑」の年間平均利用率については、新型コロ

ナウイルス感染症患者が増加し、通所控えが生じたことなどから、59.5％（前年度比 3.7

ポイント減）となりました。 

歳出については、令和３年度に借り入れを行った牟礼老人保健施設の大規模改修事

業債の元金償還を開始したことにより、『公債費』が 1,834 万 1 千円（55.7％）の増と

なったほか、牟礼老人保健施設の指定管理料の増などにより、『介護サービス事業費』

が 1,025 万 5 千円（1.8％）の増となりました。また、過誤徴収があることが判明した

牟礼老人保健施設の居室使用料については、順次返還を開始しました。 

歳入については、牟礼老人保健施設における短期入所の利用者数の増などにより、

『介護サービス収入』が 1,547万 3千円（3.9％）の増となりました。 

こうしたことから、一般会計からの『繰入金』は、1,049 万 9 千円（7.0％）の増と

なりました。
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（表 19）款別（目別）の決算額 

（歳　入）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

（歳　出）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

科       目

632,304

2. 15,964

介 護 サー ビス 収入

使 用 料及 び手 数料

1. 411,490

令和６年度

2.5

159,909

65.1

合　　　　計

3. 繰 入 金

5. 諸 収 入

4. 繰 越 金

99.9

88.8 

84.7 

300,028.7

－ 

収　　入　　率増　△減令和５年度

7.0 10,499 

91.3 90.2 

149,410 24.8

3.9 396,017 65.6 15,473 

74.5 2.5 836 5.5 15,128 91.0

89.6

94.5 10,255 

100.0

皆増 － 

300,180.20.1 

91.4

6. 都 支 出 金

0.5

28,596 4.8 

12,349 3.1 

2. 55.7 

25.3

100.0

100.0

令和６年度

41,394 6.5

628,817 100.0

64.8

600,221

3,002

545 0.1

577,567

令和５年度

170,028 27.0

603,223

51,250 8.2

65.8

91.9

29,081 4.8 

39,668 6.6 1,726 4.4 

28.7 △2,094 △1.2 

3,000 0.5 2 

88.7

90.6

－ － 545 

172,122

89.0

88.6

87.6

97.5

91.0

90.9

科       目

32,909 5.5

1.
高 齢 者 セ ン タ ー
け や き 苑 運 営 費

2.

合　　　　計

公 債 費

牟 礼 老 人 保 健
施 設 運 営 費 等

395,190407,539

18,341

89.4 

執　　行　　率

1.8 

増　△減

95.5

91.8 567,3121. 介護サービス事業費
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Ⅲ 介護保険事業特別会計 

 

「三鷹市高齢者計画・第九期介護保険事業計画（計画期間：令和６年度～令和８年 

度）」の１年目である本年度の歳出決算額は、146 億 458 万 2 千円となり、前年度と比

較すると 2億 4,219 万 9千円（1.7％）の増となりました。 

『保険給付費』は、高齢化の進展による要介護認定者数の増加に伴うサービス利用者

数の伸びなどにより、4億 9,670万 2千円（3.8％）の増となりました。また、包括的支

援に係る国及び都支出金の予算計上の一本化にあわせて、地域包括支援センター運営費

等を一般会計に組み替えたことなどにより、『地域支援事業費』は 2 億 6,644 万 7 千円

（43.1％）の減となるとともに、その事業費の財源となる保険料等を一般会計へ繰り出

したことから、『諸支出金』は 2,157 万 8千円（13.3％）の増となりました。 

歳入決算額は、149億 850 万 6千円となり、前年度と比較すると 3億 6,965 万 5千円

（2.5％）の増となりました。これは、介護保険料の改定などを行ったため、『保険料』

が 4億 5,010 万円（15.1％）の増となったことなどによるものです。 

計画期間１年目である本年度は、『地域支援事業費』の減があるものの、『保険給付費』

や『総務費』の増を反映して、「一般会計繰入金」は 2,524 万 3千円（1.1％）の増とな

りました。その一方で、介護保険保険給付費準備基金のとりくずしを行わなかったこと

から、「基金繰入金」が 7,000 万円の皆減となり、『繰入金』全体では 4,475 万 7 千円

（1.9％）の減となりました。 
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（グラフ 12）介護サービス利用者数と保険給付費の推移 
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（表 20）款別の決算額 

（歳　入）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

（歳　出）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

99.413.3 

867.7

199.44,723 

96.2

95.1

93.2

95.8

100.0

242,199 

14.8 

3.8 

△49.5 

1.7 

496,702 

△58,631 

21,578 

88.4

96.6

96.1

100.0 

81.5

100.0

98.1

△37.0 

2,021,515

16

2,323,375

279,965

94.9

94.6

87.4

13.9

357.8 

513 

△44,757 

△103,497 

147,981 

0.0

16.0

1.9

0.0

96.7

4.1 

1.6 

3,206.3 

△1.9 

33,109 

収　　入　　率

2,989,309

3,291,086

3,632,265

450,100 

△118,517 

103.6

101.3

20.6

96.5

100.6

101.6

94.9

令和５年度 増　△減

15.1 

△3.6 22.6

25.0

330,322 2.3 48,997 

令和５年度

100.0

2.61. 総 務 費 379,319

176,468

合　　　　計

繰 入 金6.

8. 諸 収 入

2,054,624

529 0.0

100.0

14,604,582 100.0合　　　　計

2. 保 険 給 付 費

5. 諸 支 出 金 183,587

0.44. 基 金 積 立 金 59,821

1.3

7.

2,278,618

令和６年度

100.0

98.7

13,133,999

118,452

162,009

△266,447 △43.1 86.8

15.3

6,043 0.0

1.2

1,320

14,538,851

増　△減 執　　行　　率

2.5 369,655 

14,362,383

91.5

0.8

1.1

100.0

617,601 4.3

4. 都 支 出 金

13,630,701 93.3

3. 地域支援事業費 351,154 2.4

繰 越 金

科       目

科       目

3. 支払基金交付金

14,908,506

90.1

785.7

2. 国 庫 支 出 金

3,439,409 23.11. 保 険 料

3,172,569 21.3

3,780,246 25.3

13.8

5. 財 産 収 入

令和６年度
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Ⅳ 後期高齢者医療特別会計 

 

本年度の歳出決算額は、52 億 2,396 万 3 千円となり、前年度と比較して 3 億 4,949

万 4 千円（7.2％）の増となりました。これは、被保険者数の増などにより、歳入にお

ける『後期高齢者医療保険料』に連動する「保険料負担金」や「療養給付費負担金」な

ど、東京都後期高齢者医療広域連合1へ納付する『広域連合納付金』が 3 億 2,742 万 2

千円（7.1％）の増となったことなどによるものです。 

なお、本年度も引き続き、東京都後期高齢者医療広域連合が保険料抑制のために独自

に行っている葬祭費や審査支払手数料、保険料未収金補塡分などに係る財政負担を行い

ました。 

歳入決算額は、52億 3,092万円となり、前年度と比較して 3億 4,998万 1千円（7.2％）

の増となりました。これは、保険料の改定2や被保険者数の増などにより『後期高齢者

医療保険料』が 2 億 4,019 万 9 千円（8.8％）、「療養給付費繰入金」をはじめとする一

般会計からの『繰入金』が 9,646 万 6 千円（4.9％）の増となったことなどによるもの

です。 

本年度の三鷹市での被保険者数は、令和７年３月末で 23,873 人となり、前年度と比

較して 620 人（2.7％）の増となりました。  

 
1
  後期高齢者医療制度は、都内すべての市区町村で構成する東京都後期高齢者医療広域連合が運営主体と

なっています。各市区町村は、申請受付や保険料徴収などの窓口業務等を行うとともに、東京都後期高齢

者医療広域連合に広域連合納付金を納付するなど制度の運営を担っています。 
2
  保険料の改定 

 後期高齢者医療制度では２年ごとに保険料の見直しがあり、令和６・７年度の保険料は次のとおり改定

となりました。 

賦課限度額 660,000 円（令和５年度まで）→ 730,000 円（令和６年度）、800,000 円（令和７年度） 

所得割率   9.49 ％（令和５年度まで）→  8.78 ％または 9.67 ％（令和６年度） 

                      ※賦課のもととなる所得金額により異なる。 

                      9.67 ％（令和７年度） 

均等割額  46,400 円（令和５年度まで）→ 47,300 円（令和６年度以降） 
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（グラフ 13）後期高齢者医療制度被保険者数と療養給付費負担金の推移 
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（表 21）款別の決算額 

（歳　入）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

（歳　出）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 6 5
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％ ％

97.5

92.9

349,494 

17.2 

7.2 

97.6

90.3

98.7

20,032 

99.2 97.9

増　△減 執　　行　　率

7.2 349,981 98.8

147 3.3 92.5 74.6

90.8 92.1

収　　入　　率

100.1

0.0

94.2

234 3.8 647,003.7 623,561.2

96.7

100.0

0.0

97.0

8.7 96.3

2,743,931

0.1

令和５年度 増　△減

0

1,981,140

240,199 

0

6,236

56.2

4.9 

8.8 

－ 0.0

40.6 96,466 

3.1 13,082 

令和５年度

100.0

95.0 327,422 7.1 

1,893 1.5 

116,679 2.4

123,295 2.5

4,880,939

4,478

149,632

広域連合納付金 4,957,439 94.9 4,630,017

125,188 2.4

合　　　　計 100.0

2.

4.

3.1

100.0

5. 諸 収 入

令和６年度

3. 保 健 事 業 費

2.61. 総 務 費 136,711

0.1

5,223,963 100.0合　　　　計

162,714

4,874,469

諸 支 出 金 4,625 0.1

科       目

科       目

3. 繰 入 金

5,230,920

2. 使用料及び手数料

2,984,130

令和６年度

57.11.
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

0 0.0

2,077,606 39.7

4. 繰 越 金 6,470 0.1
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Ⅴ 下水道事業会計 

下水道事業については、令和２年４月からの地方公営企業法の一部適用に伴い、公営

企業会計方式1へと移行しています。 

「収益的収支」の決算額は、主な営業収益である「下水道使用料」のほか、現金収入

を伴わない「長期前受金戻入」等が計上される収入が 33 億 5,816 万 3 千円、管渠・処

理場等の維持管理費に加え、現金支出を伴わない減価償却費等が計上される支出が 31

億 4,679万 7千円となっており、収支差引額は 2億 1,136万 6千円で、前年度比 6,918

万 4 千円（24.7％）の減となっています。これは、「流域下水道等処理費」や「処理場

費」の増などによる支出の増が、「雨水処理負担金」の増などによる収入の増を上回っ

たことによるものです。 

「資本的収支」の決算額は、主に建設工事等の財源となる国庫補助金や企業債等が計

上される収入が 12 億 5,823 万 9 千円、将来の経営活動のために行う建設改良費や現在

の経営活動を支える管渠等に係る企業債の元金償還等が計上される支出が 19 億 2,357

万 4千円で、差引 6億 6,533 万 5千円の不足で、不足額は前年度比 6,579万円（9.0％）

の減となっています。これは、平成５、７年度債の償還が完了したことなどによる『企

業債償還金』の減などによるものです。 

なお、令和６年度の一般会計からの負担金・補助金の合計額は、12 億 723 万 4 千円

となり、前年度と比較すると 8,028 万円（7.1％）の増となっています。また、当年度

未処分利益剰余金のうち、資本金への組入を除いた 437 万 2千円の処分については、企

業債償還の財源に充てるため、減債積立金に積立てを行います。 

1
 公営企業決算においては、経常的な営業収支である「収益的収支」と建設改良等に関する収支である

「資本的収支」に区分することとされています。また、国庫補助金等の固定資産取得のための返済不

要な財源は、繰延収益（長期前受金）とし、減価償却に伴って長期前受金戻入として収益化する経理

を行います。  
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（表 22）下水道事業会計収入及び支出の内訳 

（収益的収入及び支出）

令和６年度 令和５年度

決算額 決算額 金  額 比 率

千円 千円 千円 ％

1. 3,358,163      3,313,432      44,731       1.3 

1. 営 業 収 益 2,688,643      2,664,485      24,158       0.9 

2. 営 業 外 収 益 669,520        648,947        20,573       3.2 

2. 3,146,797      3,032,882      113,915      3.8 

1. 営 業 費 用 2,985,470      2,851,518      133,952      4.7 

2. 営 業 外 費 用 160,775        181,185        △20,410     △11.3 

3. 特 別 損 失 552            179            373          208.4 

211,366        280,550        △69,184     △24.7 

（資本的収入及び支出）

令和６年度 令和５年度

決算額 決算額 金  額 比 率

千円 千円 千円 ％

1. 1,258,239      894,323        363,916      40.7 

1. 企 業 債 744,600        611,700        132,900      21.7 

2. 国 庫 補 助 金 445,517        238,979        206,538      86.4 

3. 都 補 助 金 19,219         10,070         9,149        90.9 

4. 他 会 計 補 助 金 29,532         14,325         15,207       106.2 

5. 負 担 金 等 19,371         19,249         122          0.6 

2. 1,923,574      1,625,448      298,126      18.3 

1. 建 設 改 良 費 1,209,333      860,223        349,110      40.6 

2. 固 定 資 産 購 入 費 1,348          ― 1,348        皆増 

3.
流 域 下 水 道 建 設 費
負 担 金

51,452         42,110         9,342        22.2 

4. 企 業 債 償 還 金 661,433        723,115 △61,682     △8.5 

5. 投 資 8              ― 8            皆増 

△665,335      △731,125      65,790       △9.0 

増　△減

増　△減
科　　　目

下 水 道 事 業 収 益 ①

資 本 的 支 出 ④

収支差引額　③－④

収支差引額　①－②

科　　　目

資 本 的 収 入 ③

下 水 道 事 業 費 用 ②
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予算現額 決算額

1 国民健康保険税の改定 － －

<歳入：国民健康保険税>

　国民健康保険財政の健全化と負担の適正化を図るため、保険税（課税限度額、

所得割税率及び均等割額）を改定しました。

【部の方針と重点管理事業　市民部重点管理事業⑤　目標⇒達成状況】

　税率の改定＜４月＞⇒４月

〔国民健康保険税の改定内容〕

2 国民健康保険税の軽減措置の拡充 － －

<歳入：一般会計繰入金（保険基盤安定繰入金）>

　国民健康保険税の均等割額について、低所得世帯に対する軽減措置を拡充しま

した。

〔軽減措置の拡充内容〕

事 業 名 ＜ 事 項 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

国民健康保険事業特別会計

Ⅵ  主要事業の成果

※特定財源がある事務事業についてのみ

【財源内訳】欄を設けています。

令和５年度まで 令和６年度以降

７割軽減
 所得合計が43万円
 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)
 以下の世帯

 変更なし

５割軽減

 所得合計が43万円
 ＋(29万円×被保険者数)
 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)
 以下の世帯

 所得合計が43万円
 ＋(29万5千円×被保険者数)
 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)
 以下の世帯

２割軽減

 所得合計が43万円
 ＋(53万5千円×被保険者数)
 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)
 以下の世帯

 所得合計が43万円
 ＋(54万5千円×被保険者数)
 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)
 以下の世帯

※給与所得者等の数は、給与所得または公的年金等の所得がある人の数です。

※被保険者数には、国民健康保険制度から後期高齢者医療制度に移行した人数も含みます。

　令和５年度まで

 課税限度額  990,000円　 →

 所得割税率  8.8％　 →

 均等割額  52,200円　 →

※１　令和７年度以降は、1,090,000円

※２　令和７年度以降は、10.0％

令和６年度以降

　1,060,000円　

 9.5％

 54,200円

※１

※２

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
国民健康保険事業特別会計
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予算現額 決算額

3 産前産後期間における国民健康保険税の免除 3,090,000円 3,450,690円

<歳入：一般会計繰入金（産前産後保険税繰入金）>

　「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律」の施行に伴い、子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、令

和６年１月から産前産後（単胎：４か月、多胎：６か月）の国民健康保険税を免

除する制度を開始しました。

〔実績・内容〕

　免除期間のイメージ

　免除実績　　89人

4 保険証の新規発行の終了以降の運用方法の変更 32,521,193円 16,035,193円

<資格、賦課関係費>

　令和５年６月の「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（マイナンバー法)｣の改正により、令和６年12月２日から保険証の

新規発行は終了しました。このことに合わせて、マイナ保険証を保有していない

方を対象に資格確認書を交付することとしていましたが、現在保有している保険

証を有効期限が満了する令和７年９月まで使用できることとなったため、資格確

認書（または資格情報のお知らせ）の交付は行いませんでした。

　なお、令和６年12月２日以降に加入された方には、資格確認書（または資格情

報のお知らせ）を交付しました。

　このほか、国の通知に基づき、マイナ保険証を安心して利用してもらえるよう

に、保険者（三鷹市国保）が把握している加入者情報（マイナンバー下４桁含む）

の通知を全被保険者に対して令和６年10月に送付しました。

【部の方針と重点管理事業　市民部重点管理事業⑤　目標⇒達成状況】

　マイナ保険証への移行＜12月＞⇒12月

事 業 名 ＜ 事 項 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

３か月前 前々月 前月
出産予定月
（出産月）

翌月 翌々月

単胎妊娠 ○ ○ ○ ○

多胎妊娠 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○：免除対象月

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険事業特別会計

-212-



予算現額 決算額

1 はなかいどう居住費の過誤徴収 98,814円 84,124円

<牟礼老人保健施設運営費>

　平成24年４月からの居住費（居室使用料）を過誤徴収していたことが判明した

ため、対象者の方へ通知を送付するとともに、利息を付して令和７年３月から順

次返還を開始しました。なお、令和６年度分は当該年度の歳入戻出（利息分は歳

出予算にて予算措置）、令和５年度以前分は令和７年度予算以降で対応します。

〔実績・内容〕

　返還人数　　48人

　返還金額　　373,884円（うち利息分5,026円）

事 業 名 ＜ 事 項 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

介護サービス事業特別会計

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
介護サービス事業特別会計

-213-



予算現額 決算額

1 介護予防事業の実施方法の見直し 11,817,000円 11,420,662円

<介護予防普及啓発事業費>

　高齢者の健康増進を目的とした介護予防のための「体力・脳力アップ教室」に

ついて、多くの希望者が参加できるよう実施方法の見直しを行いました。

〔実績・内容〕

　参加者数　　92人（令和５年度　51人）

【財源内訳】

3,197,785円 2,284,132円

3,083,579円 1,427,583円

1,427,583円一 般 財 源

事 業 名 ＜ 事 項 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

保 険 料 国 庫 支 出 金

支払基金交付金 都 支 出 金

介護保険事業特別会計

現　　行 見直し後

実施内容 体操・相談
体操・健康教育・相談、

体力測定、利用者間での交流

対 象 者
65歳以上で要支援認定を

受けていない市民
65歳以上で介護認定が
要支援１までの市民

募集方法 地域包括支援センター等からの紹介 ＨＰ等での周知による公募

実施期間

実施場所
市内コミュニティ・センター等

５箇所
市内コミュニティ・センター等

６箇所

定　　員 ５箇所　計100人 ６箇所　計120人

４月から翌年３月までの１年間

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
介護保険事業特別会計
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予算現額 決算額

1 保険証の新規発行の終了以降の運用方法の変更 7,843,000円 0円

<資格、賦課事務関係費>

　令和５年６月の「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（マイナンバー法)｣の改正により、令和６年12月２日から保険証の

新規発行は終了しました。このことに合わせて、マイナ保険証を保有していない

方を対象に資格確認書を交付することとしていましたが、現在保有している保険

証を有効期限が満了する令和７年７月まで使用できることとなったため、資格確

認書の交付は行いませんでした。

　なお、令和６年12月２日以降に加入された方には、資格確認書を交付しました。

　このほか、国の通知に基づき、マイナ保険証を安心して利用してもらえるよう

に、東京都後期高齢者医療広域連合が把握している加入者情報（マイナンバー下

４桁を含む）の通知を全被保険者に対して、被保険者証と合わせて令和６年７月

に送付しました。

事 業 名 ＜ 事 項 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

後期高齢者医療特別会計

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
後期高齢者医療特別会計
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予算現額 決算額

1 下水道管等の緊急点検の実施 2,955,150円 2,955,150円

<収益的支出、目：管渠費>

　令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した道路の陥没事故を受けて、交通量が多

い等事故発生時の社会的な影響が大きい下水道管等の目視による緊急点検を行い

ましたが、陥没のおそれがある破損はありませんでした。

〔実績・内容〕

　実施期間　　令和７年３月13日から令和７年３月26日のうち昼夜５日間

　点検路線　　市内の管径２ｍ以上の下水道管等、延長約５km

〔関連事業費〕

　一般会計(土木費)　道路の路面下実態調査の緊急点検の実施　　2,200,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (147ページ参照)

【財源内訳】

2,955,150円

2 「三鷹市下水道経営計画2027」の策定 9,663,000円 9,592,000円

<収益的支出、目：総係費>

　「第５次三鷹市基本計画」と整合性を図りながら、令和６年度から９年度まで

を計画期間とする「三鷹市下水道経営計画2027」を策定しました。

〔計画概要〕

　・安定した下水道サービスの提供や健全な下水道経営の展開を図るための基本

　　的な考え方、取組方針の策定

　・今後の事業（投資）計画や現状の経営・財務状況を踏まえた収支シミュレー

　　ションに基づく経営基盤強化と財務マネジメントの向上を目的とした経営戦

　　略の策定（経営戦略における計画期間は令和15年度まで）

【財源内訳】

9,592,000円

3 下水道管路施設の長寿命化の推進 149,759,000円 121,445,500円

<資本的支出、目：施設改良費>

　老朽化した下水道施設について、令和５年度に引き続き、管更生及びマンホー

ル更生等工事を実施しました。また、令和８年度以降の工事に向けた実施設計を

行いました。

【部の方針と重点管理事業　都市整備部重点管理事業⑤　目標⇒達成状況】

　管路工事等の実施＜５月～２月＞⇒５月～３月

事 業 名 ＜ 目 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

他会計補助金

他会計補助金

下水道事業会計 ※【財源内訳】欄には目の名称を記載しています。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  下水道事業会計
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予算現額 決算額事 業 名 ＜ 目 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

〔実績・内容〕

・管更生工事（約175ｍ）、マンホール更生等（５箇所）　　110,702,900円

・実施設計 10,742,600円

【財源内訳】

101,400,000円 19,000,000円

950,000円 95,500円

4 下水道地震対策の推進 4,884,000円 4,833,400円

<資本的支出、目：施設改良費>

　下水道施設の災害時等における機能確保を図るため、平成30年度及び令和２年

度に実施した耐震診断調査等に基づき、災害時の防災拠点となる三鷹産業プラザ

等４施設に災害用トイレますを設置しました。なお、令和６年度の設置をもって、

耐震診断調査等を行った防災拠点等への対策が完了しました。

〔実績・内容〕

　設置箇所　　三鷹産業プラザ等　４箇所

【財源内訳】

4,800,000円 33,400円

5 下水処理場等の長寿命化の推進 965,925,000円 913,650,000円

〔うち令和５年度からの繰越分　400,620,000円  400,620,000円〕

<資本的支出、目：施設改良費>

　東部水再生センターにおいて、汚泥脱水設備等改築工事（第三期）及び監視制

御設備等更新工事（第五期）を実施したほか、令和７年度以降に実施予定の受変

電設備等更新工事、最初沈殿池設備等改築工事等に向けて実施設計等を行いまし

た。

　また、新川ポンプ場では令和５年度に実施した実施設計に基づき、沈砂池及び

ポンプの機械設備改築工事に着手しましたが、沈砂池の機械設備改築工事につい

ては、半導体や電線等の資材の供給不足による部品の納品遅れが生じました。そ

のため、年度内に製作予定だった機器の一部について完了が困難となったことか

ら、地方公営企業法第26条の規定による建設改良費の繰越として、翌年度に繰り

越しました。

【部の方針と重点管理事業　都市整備部重点管理事業⑤　目標⇒達成状況】

　監視制御設備工事等の完了＜３月＞⇒３月

企 業 債 国 庫 補 助 金

都 補 助 金 他会計補助金

企 業 債 他会計補助金

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
下水道事業会計
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予算現額 決算額事 業 名 ＜ 目 名 ＞ 及 び 事 業 概 要

〔実績・債務負担行為の内容〕

・東部水再生センター汚泥脱水設備等改築工事（第三期）　　 400,620,000円

※令和５年度からの繰越分

・東部水再生センター監視制御設備等更新工事（第五期）　　 346,800,000円

・東部水再生センター機械・電気設備等改築工事実施設計　　　30,030,000円

・新川ポンプ場機械設備等改築工事　　　　　　　　　　　　 136,200,000円

　　（令和７年度分＜債務負担分＞129,595,000円　全体事業費295,075,000円）

〔建設改良費の繰越額〕

　令和７年度への繰越分（建設改良費）

　　新川ポンプ場機械設備等改築工事 29,280,000円

【財源内訳】

463,100,000円 426,517,000円

18,269,000円 5,764,000円

企 業 債 国 庫 補 助 金

都 補 助 金 他会計補助金

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
下水道事業会計
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令和６年度決算にみる財政指標 





Ⅰ 普通会計決算の概要

令和６年度地方財政状況調査に基づく普通会計決算の状況は、表 23のとおりです。 

経常収支比率は 90.2％で、前年度の 89.4％から 0.8ポイントの増となりました。 

比率算定の分子となる「経常経費充当一般財源等」は、27億 7,580 万 1千円（6.9％）

の増となりました。これは、定年の段階的引き上げに伴う退職手当の増、職員数の増や

給与改定の影響、会計年度任用職員（月額職員）への勤勉手当の支給を開始したことな

どにより「人件費」が増となったことに加え、市立小・中学校の給食費無償化に伴い、

学校給食用食材購入費に充当される給食費収入が減となったことや、労務単価の上昇等

の反映によるごみの収集業務委託料、学童保育所指定管理料の増などにより物件費が増

となったことなどが要因です。 

一方、比率算定の分母となる「経常一般財源等」は、市税収入の伸びや国の定額減税

の実施に伴う地方特例交付金の増などにより、26億 5,708 万円（5.9％）の増となりま

した。 

以上のことから、分子の増が分母の増を上回ったことにより、経常収支比率は上昇し

ました。今後も予断を許さない財政状況が見込まれていることから、積極的な行財政改

革の推進などにより、経常経費の抑制を図っていきます。 

人件費比率は 14.4％で、前年度と比べて 0.5ポイントの増となりました。人件費は、

退職手当の増、事業の新規・拡充に合わせた職員数の増や給与改定の影響などにより総

額で増となり、人件費の伸びが分母となる歳出総額の伸びを上回ったため、人件費比率

は増となりました。 

『第５次三鷹市基本計画』では、経常収支比率は「90％台前半に抑制」、人件費比率

は「17％を超えないこと」を財政目標としていますが、令和６年度決算ではすべての比

率で目標を達成しました。なお、以上のような財政指標の算定基礎となった令和６年度

普通会計歳出決算の性質別内訳は、表 24のとおりです。 
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このほか、地方交付税法に基づき算出した基準財政需要額、同収入額及び財政力指数

は表 25のとおりで、財政力指数（単年度）は前年度の 1.17を 0.02ポイント上回り 1.19

となりました。 

（表 23） 普通会計決算状況 

令和６年度 令和５年度 増　△減 増減率

千円 千円 千円 ％

経 常 収 支 比 率 Ｊ/Ｇ 90.2％ 89.4％ 0.8ﾎﾟｲﾝﾄ ― 

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 Ｊ 42,716,851 39,941,050 2,775,801 6.9 

経 常 経 費 Ｉ 67,793,676 63,044,762 4,748,914 7.5 

歳 出 充 当 一 般 財 源 等 Ｈ 54,611,888 50,640,351 3,971,537 7.8 

経 常 一 般 財 源 等 Ｇ 47,344,399 44,687,319 2,657,080 5.9 

一 般 財 源 等 Ｆ 55,778,681 53,049,967 2,728,714 5.1 

実 質 収 支 Ｃ-Ｄ=Ｅ 1,149,646 2,266,872 △1,117,226 △49.3

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 Ｄ 17,147 142,744 △125,597 △88.0

歳 入 歳 出 差 引 残 額 Ａ-Ｂ=Ｃ 1,166,793 2,409,616 △1,242,823 △51.6

歳 出 総 額 Ｂ 83,795,751 77,714,088 6,081,663 7.8 

区 分

歳 入 総 額 Ａ 84,962,544 80,123,704 4,838,840 6.0 
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〔参考：その他の指標〕

令和６年度 令和５年度 増　△減

14.4％ 13.9％ 0.5ﾎﾟｲﾝﾄ  人 件 費 比 率

区　　　　　　　　分

 

 

 

 

～主な財政指標の算出方法～ 
 

 

経常収支比率 

 財政構造の弾力性を示す指標で、地方税、地方消費税交付金を中心とした経常的な収入に対す

る、人件費、扶助費、公債費等の義務的性格をもつ経常的支出の割合 

   

   
 

 

人件費比率 

 歳出決算に占める人件費の構成比率 

 

 

＝

歳出決算額

人件費

人件費比率（％） 　×　100

 
 

 

 

 
Ａ： 経常経費充当一般財源等（毎年度経常的に支出

される経費に充当された一般財源）

入される一般財源）

Ｃ： 臨時財政対策債等

経常収支比率（％） ＝ Ｂ： 経常一般財源等（地方税等の毎年度経常的に収

Ａ

Ｂ＋Ｃ

 × 100
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（表 24）令和６年度普通会計歳出性質別内訳 

決 算 額 (A)
(A)の
構成比

％

一 般 財 源
充　当　額

(B)

(B)の
構成比

％
決算額(C)

(C)の
構成比

％

一 般 財 源
充　当　額

(D)

(D)の
構成比

％

一 　人 件 費 12,024,462 14.4 10,707,964 19.6 10,771,246 13.9 9,633,990 19.0 1,253,216 

１ 276,141 0.3 263,401 0.3 12,740 

２ 2,116,920 2.5 1,768,789 2.3 348,131 

３ 78,919 0.1 73,272 0.1 5,647 

４ 常勤職員給 6,873,718 8.2 6,625,262 8.6 248,456 

(1) 基 本 給 4,361,469 5.2 4,246,549 5.5 114,920 

ア 給 料 3,711,159 4.4 3,607,552 4.6 103,607 

イ 扶 養 手 当 56,934 0.1 60,035 0.1 △3,101 

ウ 地 域 手 当 593,376 0.7 578,962 0.8 14,414 

(2) そ の 他 の 手 当 2,512,249 3.0 2,378,713 3.1 133,536 

５ 1,443,194 1.7 1,397,708 1.8 45,486 

６ 退 職 金 947,537 1.1 375,874 0.5 571,663 

７ 恩 給 及 び 退 職 年 金 0 0.0 0 0.0 0 

８ 災 害 補 償 費 8,913 0.0 33,625 0.0 △24,712 

９ そ の 他 279,120 0.4 233,315 0.3 45,805 

二 　物 件 費 16,182,274 19.3 11,874,544 21.7 15,016,644 19.3 10,738,784 21.2 1,165,630 

１ 旅 費 10,136 0.0 10,309 0.0 △173 

２ 交 際 費 1,915 0.0 1,644 0.0 271 

３ 需 用 費 2,072,702 2.5 2,035,261 2.6 37,441 

４ 役 務 費 1,082,379 1.3 979,968 1.2 102,411 

５ 備 品 購 入 費 73,287 0.1 68,609 0.1 4,678 

６ 委 託 料 11,001,776 13.1 10,007,998 12.9 993,778 

７ そ の 他 1,940,079 2.3 1,912,855 2.5 27,224 

三 393,465 0.5 382,743 0.7 384,016 0.5 375,065 0.7 9,449 

四 　扶 助 費 26,947,557 32.2 9,382,286 17.2 25,497,949 32.8 9,086,816 18.0 1,449,608 

１ 生 活 保 護 費 6,325,906 7.6 6,275,829 8.1 50,077 

２ そ の 他 20,621,651 24.6 19,222,120 24.7 1,399,531 

委 員 等 報 酬

市長等特別職の給与

地方公務員共済組合負担金

　維 持 補 修 費

議 員 報 酬 手 当

　　　　　(単位　千円)

性         質

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度

増　△減
(A)-(C)
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決 算 額 (A)
(A)の
構成比

％

一 般 財 源
充　当　額

(B)

(B)の
構成比

％
決算額(C)

(C)の
構成比

％

一 般 財 源
充　当　額

(D)

(D)の
構成比

％

五 　補 助 費 等 9,587,159 11.4 7,488,208 13.7 9,203,126 11.8 7,210,651 14.2 384,033 

１ 負 担 金 寄 附 金 4,124,229 4.9 3,812,755 4.9 311,474 

２ 補 助 交 付 金 4,514,183 5.4 4,590,044 5.9 △75,861 

３ そ の 他 948,747 1.1 800,327 1.0 148,420 

六 　普 通 建 設 事 業 費 5,236,943 6.2 2,238,822 4.1 4,240,552 5.5 1,870,013 3.7 996,391 

１ 補 助 事 業 費 378,387 0.5 385,154 0.5 △6,767 

２ 単 独 事 業 費 4,858,556 5.7 3,855,398 5.0 1,003,158 

七 　災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 

八 　失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 

九 　公 債 費 3,378,138 4.0 3,365,431 6.2 4,040,190 5.2 4,026,945 8.0 △662,052 

１ 元 金 3,234,141 3.8 3,887,763 5.0 △653,622 

２ 利 子 138,136 0.2 152,277 0.2 △14,141 

３ 5,861 0.0 150 0.0 5,711 

十 　積 立 金 2,892,587 3.5 2,863,662 5.2 1,250,251 1.6 1,225,948 2.4 1,642,336 

十一　投 資 及 び 出 資 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 

十二　貸 付 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 

十三　繰 出 金 7,153,166 8.5 6,308,228 11.6 7,310,114 9.4 6,472,139 12.8 △156,948 

１ 2,645,736 3.1 2,933,304 3.8 △287,568 

２ 159,909 0.2 149,410 0.2 10,499 

３ 2,278,618 2.7 2,253,375 2.9 25,243 

４ 2,068,903 2.5 1,974,025 2.5 94,878 

※　本表は、総務省の地方財政状況調査の要領に基づいて作成したものです。

50,640,351 100.0 6,081,663 83,795,751 100.0 54,611,888 100.0 77,714,088 100.0 合　　　　　　　　　　計

一 時 借 入 金 利 子

国民健康 保険 事業 会計

介護サー ビス 事業 会計

介 護 保 険 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

　　　　　(単位　千円)

性         質

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度

増　△減
(A)-(C)
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（表 25） 基準財政需要額、同収入額及び財政力指数比較表 

 

金　　額 指数 金　　額 指数 金　　額 指数 金　　額 指数 金　　額 指数

千円 千円 千円 千円 千円

基準財政需要額　Ａ 26,805,041 100 28,445,769 106 28,396,399 106 28,729,585 107 29,192,111 109

基準財政収入額　Ｂ 31,078,668 100 30,310,505 98 32,298,330 104 33,626,099 108 34,728,519 112

差　　 引　　Ｂ-Ａ 4,273,627 ― 1,864,736 ― 3,901,931 ― 4,896,514 ― 5,536,408 ―

財政力指数　Ｂ／Ａ 1.159 ― 1.066 ― 1.137 ― 1.170 ― 1.190 ―

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

基準財政需要額　Ｃ 25,351,395 100 25,573,883 101 26,686,864 105 27,363,559 108 27,979,315 110

基準財政収入額　Ｄ 19,373,296 100 18,933,512 98 20,048,614 103 20,703,273 107 21,198,232 109

財政力指数　Ｄ／Ｃ 0.764 ― 0.740 ― 0.751 ― 0.757 ― 0.758 ―

千円 千円 千円 千円 千円

基準財政需要額　Ｅ 614,187,397 100 635,654,317 103 651,398,288 106 668,621,954 109 688,939,798 112

基準財政収入額　Ｆ 616,147,280 100 598,783,605 97 631,745,726 103 657,575,696 107 675,643,286 110

財政力指数　Ｆ／Ｅ 1.003 ― 0.942 ― 0.970 ― 0.983 ― 0.981 ―

※　表中の指数は、令和２年度を100とした場合の数値です。

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

 区　分

                年　度 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

三

鷹

市

全

国

市

町

村

都

下

市

26
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Ⅱ 健全化判断比率等

本市の令和６年度決算に基づく健全化判断比率等1は、表 26のとおりです。 

実質赤字比率、連結実質赤字比率とも、分子に当たる実質赤字額が発生していないた

め、表示される数値はありません。 

実質公債費比率（３か年平均）算定における単年度の数値は、標準財政規模の増によ

る分母の増を、三鷹市土地開発公社からの買戻しに係る経費の増や地方債の元利償還金

等から控除する特定財源の減による分子の増が上回ったことから 2.0％となり、前年度

に比べて 1.4ポイントの増となりました。また３か年平均（令和４～６年度）の数値は

1.3％で、前年度と比べて 0.5ポイントの増となり、「第５次三鷹市基本計画」における

財政目標（５％を超えないこと）を下回りました。 

将来負担比率は、地方債の現在高が減になったことや基金残高の増などにより、比率

算定の分子において、将来負担額に対し充当可能基金額等が上回ったため、表示される

数値はありません。 

公営企業（下水道事業会計）に係る資金不足比率については、分子となる資金不足額

の発生がありませんでしたので、表示される数値はありません。 

以上のように、本市の令和６年度決算に基づく健全化判断比率等は、いずれも法律に

規定される基準に至る状況にはありません。今後も「自治基本条例」に定める自治体経

営の趣旨に従い、財政状況をはじめとして適切な情報公開、情報提供を行いながら、健

全な財政運営を進めていきます。 

1 「地方公共団体財政健全化法」が平成 19年 6 月に成立し、平成 19 年度決算から、財政の健全度を測る

指標として、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率の 4 つの健全化

判断比率を算定し、公表することとなりました。また、公営企業の経営の健全性に関する指標として、資

金不足比率を算定し、公表することとなりました。平成 20年度決算からは、同法が全面的に施行され、

健全化判断比率が一定の基準以上となった場合の「財政健全化計画」の策定の義務付けなどの規定も適用

されることとなりました。 

-227-



（表 26） 健全化判断比率等 

令和６年度 令和５年度 増　△減
早期健全化
基 準

財政再生
基　　準

－ － － 11.34％ 20.00％ 

－ － － 16.34％ 30.00％ 

1.3％ 0.8％ 0.5ﾎﾟｲﾝﾄ 25.0％ 35.0％ 

－ － － 350.0％ 

－ － － 20.0％ 

※ 経営健全化基準

〔令和７年８月時点での速報値〕

資 金 不 足 比 率

区 分

将 来 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

※
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～財政の健全化判断比率～ 

実質赤字比率 

一般会計等における実質赤字額（歳出総額が歳入総額を上回る場合の赤字額）の標準財政 

規模に対する比率 

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

　実質赤字比率（％） ＝

連結実質赤字比率 

すべての会計の実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率 

連結実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字比率（％） ＝

実質公債費比率 

実質的な公債費に充当された一般財源の標準財政規模を基本とした額（標準財政規模から 

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額）に対する比率の３か年平均 
Ａ： 地方債の元利償還金
Ｂ： 準元利償還金※
Ｃ： 元利償還金・準元利償還金に係る特定財源
Ｄ： 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額

Ｅ： 標準財政規模

＝
実質公債費比率（％）

（３か年平均）
Ｅ－Ｄ

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

※「準元利償還金」は、公営企業の公債費に対する繰出金、一部事務組合の公債費への負担金、公債費に
準ずる債務負担行為に基づく支出などです。

将来負担比率 

一般会計等が将来的に負担すべき実質的な負担額の標準財政規模を基本とした額に対する 

比率 
Ａ： 将来負担額※
Ｂ： 充当可能基金額
Ｃ： 特定財源見込額
Ｄ： 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
Ｅ： 標準財政規模
Ｆ： 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額

※「将来負担額」は、地方債の現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当負担見込額などです。

＝将来負担比率（％）
Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｆ

 以上の健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合は、議会の議決を経て「財

政健全化計画」を定め、自主的な改善努力による財政健全化を図ることとされています。また、財

政再生基準以上となった場合は、いわゆる「財政破たん」の状況とされ、国等の関与による確実な

再生に取り組むこととされています。 

 なお、公営企業については、公営企業における資金不足額の事業規模に対する比率である「資金

不足比率」が指標として定められ、この比率が経営健全化基準以上となった場合は、経営健全化計

画を定めることとされています。 
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三鷹市都市経営アクションプラン 2027の 

主な取組状況について 





三鷹市都市経営アクションプラン 2027 の主な取組状況について 

三鷹市都市経営アクションプラン 2027 に掲げる各事業の中から、令和６年

度中に進捗のあった事業の主な取組について掲載します。 

体系１ デジタル技術の活用 

１ セーフティ 

災害時における効率的・効果的な情報提供 企画部 

災害時等における重要な情報を迅速かつ正確に広く周知するため、

2026(令和８)年度にリニューアルする市ホームページを中心に、ＸやＬＩ

ＮＥなどの各種ＳＮＳを活用することで、効率的で効果的な情報提供を行

う。 

取組状況 

 令和６年 11 月に「三鷹市ＬＩＮＥ公式アカウント」を開設

し、災害時等におけるプッシュ型通知での情報提供環境を整備

した。また、利用者の登録情報を活用した、対象や地域を絞っ

た情報発信が可能となった。 

 今後リニューアルする市ホームページにおいても、ＳＮＳと

の連携機能の導入を検討し、効率的・効果的な情報提供に取り

組む。 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」

情報セキュリティの向上と事業継続性の確保 企画部 

個人情報等の保護を図るため、情報セキュリティの適正な運用に努める

とともに、多様化するサイバー攻撃等への対策の強化を図る。 

また、災害時等においても行政機能が維持できるよう事業継続計画の見

直しを行うとともに、同計画に基づき適正なシステム運用を行う。 

取組状況 

ＩＳＭＳ及びＰＩＡにおいて職員による内部監査を基本とし

た運用を継続するとともに、庁内ポータルを活用した注意喚起

や情報セキュリティニュースを発行することで職員のセキュリ

ティ意識の向上を図った。国が主催する実践的サイバー防御演

習（ＣＹＤＥＲ）に参加し、外部からの攻撃等への対処につい

て研修・訓練を行った。

２ ウェルネス 

令和６年度の主な取組なし 
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３ モビリティ 

みたかバスネットの抜本的な見直し 都市再生部 

コミュニティバスについて、運行距離や運行間隔等の課題など、バス事

業者との協議を踏まえ再編を検討する。ＡＩデマンド交通について、本格

運行を継続し、利用状況などを検証し改善や運行エリアの充実を図る。 

取組状況 

 令和７年３月に「三鷹市交通総合計画 2027」を策定し、コミ

ュニティバスの再編に向けた取組の方向性を示した。 

 ＡＩデマンド交通西部エリアについて、朝の時間帯に予約が

取りづらい状況を改善するため、令和６年 10 月より午前中のみ

運行車両を１台追加した。 

関連事業 

P.151 「12 みたかバスネットの抜本的な見直し」 

 

公共交通とみたか地域ポイント（みたポ）との連携 都市再生部 

コミュニティバスやＡＩデマンド交通の支払い及び乗り換えサービスの

検討において、コミュニティ活動や地域経済活性化につながる三鷹市独自

の地域通貨「みたか地域ポイント（みたポ）」との連携を検討し、利用者の

負担軽減やサービス向上など交通ネットワーク全体の利便性向上を図る。 

取組状況 

ＡＩデマンド交通の決済方法について、令和６年５月から交

通系ＩＣカードとみたか地域ポイントを追加し、キャッシュレ

ス決済の推進や地域経済活性化につなげるとともに利用者の利

便性の向上に取り組んだ。 

 

４ コラボレーション 

市政情報の一元化とプッシュ型の情報発信 企画部 

ＳＮＳ等を活用し、市民等が市政情報を一元的に入手できるシステムを

導入し、2024（令和６）年 11 月からプッシュ型の情報発信を行うことで、

必要な情報に迅速にアクセスできる仕組みを実現する。 

取組状況 

令和６年 11 月に「三鷹市ＬＩＮＥ公式アカウント」を開設

し、ＬＩＮＥによるプッシュ型通知で必要な情報をタイムリー

に届ける環境を構築するとともに、年代・居住地域などの登録

情報に応じた情報発信（セグメント配信）を行う体制を整え

た。（登録者：10,398 人（令和７年３月末現在）） 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」 
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コミュニティ・センター等に係るデジタル化の推進 生活環境部 

住民協議会の業務環境及びＩＣＴ環境について継続的に見直しを図る。 

また、各コミュニティ・センターのホームページにおいて、情報セキュ

リティ対策の強化やアクセシビリティ対応を進め、全ての住民協議会に共

通のホームページ作成システムを導入し、情報発信機能を強化する。

そのほか、コミュニティ・センターや地区公会堂の利用者の利便性向上

を図るため、予約管理システムを順次導入する。 

取組状況 

住民協議会が業務環境及びＩＣＴ環境を一新する取組を支援

し、令和６年度内に全住民協議会で共通の環境が整備された。 

 また、令和７年２月には全住民協議会で新たなホームページ

作成システムによる新ウェブサイトを公開したほか、３月には

井の頭コミュニティ・センター及び連雀コミュニティ・センタ

ーで施設の予約管理システムが稼働開始した。 

関連事業 

P.86 「26 コミュニティ・センターのデジタル化の推進」

市民デジタル相談員の育成とデジタル相談サロンの実施 生活環境部 

デジタルデバイドの解消に向けて、市民が安全に、かつ、安心してデジ

タル技術を活用できるよう技術面の相談に対応する市民デジタル相談員を

育成し、同相談員をコミュニティ・センターや地区公会堂で実施する個別

相談会「デジタル相談サロン」へ派遣することで、地域のコミュニティ活

動のデジタル化の底上げを推進する。

取組状況 

 受託事業者との協働のもとで、市民デジタル相談員を育成す

る研修会を実施し、令和６年度は 24 人の相談員が、各コミュニ

ティ・センターで開催している「デジタル相談サロン」で市民

の相談に対応している。令和６年度は各コミュニティ・センタ

ーで年間 10回、計 70回のサロンを開催し、227人が相談に訪れ

るなど好評であることから、継続して実施する。

 令和７年度からは、より身近な地区公会堂等でのサロン開催

に向け、地域の町会・自治会等を対象に開催希望団体を募り、

相談員を派遣する事業にも取り組む。 

データ利活用とオープンデータ化の推進 企画部 

行政情報やオープンデータなどを効率的・効果的に分析し、地域の現状

や課題を的確に捉えて解決に向けた施策の立案に反映していくなど、デー

タ利活用に関する取組を進める。

匿名加工情報については、先行自治体の取組等を参考にしながら、匿名

化技術の研究と活用事例に関する検討を進める。 

取組状況 令和７年３月末現在、31 タイトル、計 222 ファイルが公開さ

-235-



れており、年間のアクセス数は 155,931 件となっている。 

令和６年度は、東京都のオープンデータに関する取組を活用

し、新たなデータの公開に向けて、担当課と具体的な調整を進

め、新たに９件を公開した。 

 匿名加工情報については、活用事例が少なく具体的な検討に

は至っていないが、引き続き先行自治体の取組等を参考に研究

を進めることとする。 

５ スマート市役所 

行政手続等のオンライン化の推進 全庁 

「いつでも」「どこでも」デジタルで一貫して手続を完結できるよう、市

全体のオンライン化手続数を増やし、行政手続のオンライン化を進める。

民間のオンライン申請フォーム等の各種ツールを活用し、市民が簡単に利

用できる仕組みを整備する。 

また、行政相談や市の契約事務についてもオンライン化を検討し、より

利用しやすい環境の実現を目指す。 

取組状況 

LoGoフォームの操作研修を実施して全庁的な利用普及を促進

し、定額減税補足給付金の申請や学童保育所入所申込を含め、

対象手続を 402 手続にまで拡大した。 

また、eLTAXによる電子申告に加え、固定資産税に係る一部の

申請手続でLoGoフォームによる事前予約制を導入したほか、市

税総合窓口の開設を機に、各種税に関する証明書のＷｅｂ申請

及び郵送請求のクレジットカード決済への対応を開始する等、

各種手続のオンライン化を推進し、市民の利便性向上に努め

た。 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」

P.92 「１ 市税総合窓口の開設」

P.93 「２ eLTAXを通じた電子申告・申請対象税目の拡充」

窓口ＤＸの推進 全庁 

市民、職員双方の利便性や効率性の向上に向けて、窓口ＢＰＲ（業務改

革）を進め、窓口業務の最適化を図る。ＢＰＲに際しては、「あるべき窓口

の姿」を考え、手順の見直しや情報の整理、業務の組み換えやシステム活

用を含めた環境の整理を行うなど、市民や職員の視点から得られたフィー

ドバックをもとに改革を進める。 

また、窓口業務支援システム等の活用について子育て部門や福祉部門等

への導入を検討する。 

取組状況 
市民部市民課において実施した窓口ＢＰＲに関する職員アン

ケートの結果を踏まえて、各種申請書の統一化による記載負担
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の軽減や、保険課業務の一部をワンストップで受け付け「回ら

ない」窓口サービスの拡充に取り組んだ。また、窓口ＢＰＲの

実施に際し、デジタル庁の「窓口ＢＰＲアドバイザー派遣事

業」を活用した。 

さらに、令和７年１月から、市民の利便性向上と職員の業務

効率化を目的として同課の本庁舎窓口で「書かない」窓口サー

ビスの運用を開始した。本運用開始に当たっては、窓口業務支

援システム及びＲＰＡを活用し、入力した申請書情報を住基シ

ステムへ自動連携することで、異動入力や証明書発行の同時処

理を可能とする仕組みを構築した。 

今後は、「書かない」窓口サービス対象業務の拡充も検討して

いく。 

関連事業 

P.83 「19 「書かない」窓口サービスの実現」 

P.94 「２ 市民課総合窓口機能の向上に向けた環境の整備」 

 

ＡＩやロボット技術の活用 全庁 

 生成ＡＩやＲＰＡ（ロボット技術を活用した作業等の自動化）等のデジ

タル技術の活用により、業務の効率化を目指す。 

 その一環として、市役所の受付等にコミュニケーションロボットの導入

を検討し、施設の案内やよくある問い合わせの対応を行うことにより、来

庁者をスムーズに誘導する。 

取組状況 

 生成ＡＩについて、会議資料や議事要旨の作成等への活用を

図るため、日野市と連携して全庁の職員が利用できる環境を整

備し、試行利用を開始した。開始に当たっては、職員に対して

研修会を実施したほか、日野市との合同でアイデアソンを開催

し、職員の関心と活用意識の醸成を図った。 

 また、ＲＰＡについては、「書かない」窓口サービスに加え、

定額減税補足給付金の申請や学童保育所入所申込などにも活用

し、対象業務の拡大を進めた。 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」 

 

庁内デジタル人財の育成 
企画部 

総務部 

 ＤＸを全庁的に推進するため、各部より選出されたＤＸ推進員を中心と

した各職員の役割に応じた研修を実施するなど、デジタル人財の育成を進

める。 

取組状況 

各部より選出されたＤＸ推進員向けの研修を実施した。ま

た、一般の職員向けにもＤＸを通じた課題解決力向上研修やデ

ザイン思考研修を実施するなど、多様な研修を企画、開催し、
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デジタル人財の育成を図った。 

また、ＤＸによるまちづくりの検討会を２回実施し、その結

果を「都市経営アクションプラン 2027」に反映させるなど、実

践的な学びと施策への活用にも取り組んだ。 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」

相談業務における音声記録システムの導入 全庁 

相談業務において、希望する部署が音声記録システムを利用できる環境

を整備する。音声記録システムを導入し、相談内容を自動で録音・テキス

ト化することにより、記録作成の手間を省き、迅速かつ正確に相談記録を

作成することで業務効率化を図る。

取組状況 

 音声データをテキスト化し、記録・分析するボイスマイニン

グに係る実証を令和５年度に行った際に音声認識の精度に課題

が残ったことから、システムを最適化した上で令和６年度に再

実証を試みたが、実用に耐えうるレベルまで改善せず実施には

至らなかった。今後は、他の製品の情報収集を行うなど、再実

証に向けた取組を継続する。 

子育て支援サービスの利便性の向上・登録の一元化 子ども政策部 

子育て支援サービスを利用する際に施設や事業ごとに都度記入を求めら

れる利用者の基本情報について、デジタル技術を活用して一元化すること

により、利用登録時の手続負担を軽減し、利便性の向上を図る。 

取組状況 

LoGoフォームのデジタル窓口機能（申請に必要な最小限の情

報が自動で転記される機能）を活用することで、情報の一元化

と申請者の利便性向上を図った。 

関連事業 

P.82 「18 スマートシティ三鷹の実現に向けた取組」

体系２ 多様な主体との連携・協働 

１ 市民活動 

「みたか地域ポイント（みたポ）」の活用 企画部 

公平性と公正性を確保しながら、付与対象となる事業の拡充により、ボ

ランティア活動・地域活動の参加促進や施策等の普及促進を図る。

また、ポイントの寄付制度等の新たな仕組みにより事業を推進するとと

もに、マネー機能の導入により、既存のポイントを補完することで、ポイ

ントの利便性の向上や市内店舗での消費喚起を通じた地域経済の活性化を

図る。
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取組状況 

令和６年４月から本格運用を開始し、試行運用を踏まえた付

与ポイント数等の見直し、また、デジタル商品券事業の実施に

よるアプリ利用者数の増や、地域にぎわいポイント付与事業の

採択団体数の増により、事業の周知や地域活動への参加促進を

図った。 

また、ポイント寄付制度の令和７年度の導入や、不正利用防

止などのセキュリティを考慮しながらマネー機能の令和８年度

の導入に向けて、引き続き検討を行うこととした。 

関連事業 

P.76 「10 「みたか地域ポイント」の本格運用」 

 

コミュニティ活動の新たな展開に向けた取組 生活環境部 

コミュニティ・センターを地域のハブとして、これまで以上に多様な市

民が集い、つながりをつくっていく場所とするため、相談機能を拡充する

など、人が集まる機能を整備する。また、住民協議会が持つ地域のネット

ワーク機能やコーディネート機能を強化するため、ＤＸの視点を取り入

れ、業務の負担軽減と効率化を推進するとともに、事務局機能の法人化を

念頭に置いた組織体系の見直しを実施する。 

取組状況 

 令和６年度、住民協議会が業務環境及びＩＣＴ環境を一新す

る取組を支援し、年度内に全住民協議会で共通の環境が整備さ

れた。また、全住民協議会で新たなホームページ作成システム

による新ウェブサイトを公開したほか、井の頭コミュニティ・

センター及び連雀コミュニティ・センターで施設の予約管理シ

ステムが稼働開始した。 

 令和７年度は新環境の下で、住協活動等支援法人の新設を念

頭に置いた会計・給与勤退管理、文書管理の各業務のＤＸ化と

ＩＣＴ環境の整備を推進するとともに、地域のハブとして地域

活動を支える仕組みづくりについて、住民協議会と連携して検

討する。 

関連事業 

P.86 「26 コミュニティ・センターのデジタル化の推進」 

 

地域自治組織の活性化に向けた取組 生活環境部 

地域で活動している様々な団体、市民同士が連携することで、コミュニ

ティ活動の充実や新たな活動の創出につながるよう、地域に精通した住民

協議会が行政との連携役や地域のコーディネーター役を担える体制を整備

する。また、市民協働センターの相談機能を拡充させ、伴走型の相談事業

や啓発事業を強化する。 

取組状況 
 令和６年度、住協活動等支援法人の新設を念頭に置き、住民

協議会事務局業務の共通化とＤＸ推進による効率化を進めると
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ともに、住民協議会事務局職員が組織横断のワーキング・グル

ープを結成し、業務改善や業務システム導入について研究を進

めるなど、地域のコーディネーター役として働きやすい環境の

整備に取り組んだ。 

また、市民協働センターにおいては、スタッフ機能の強化と

ともに、事業のＰＲや市内の団体との連携を図ることを目的と

した「出張協働センター」の開催等により、伴走型の相談事業

や啓発事業を強化した。 

関連事業 

P.87 「28 市民協働センターにおける相談機能の拡充」

「学び」と「コミュニティ」が融合したまちづくりの推進 生活環境部 

様々な「学び」に参加している市民と、町会・自治会、住民協議会や市

内で活動している団体などの「コミュニティ」の相互交流の促進を図り、

学びと活動の循環や地域で活躍できる人財の育成・確保を進める。地域で

主体的に活動している団体や講座・イベントなどの「学び」の実態を踏ま

え、交流に適した場の提供や、連携の仕組みづくりを検討していく。 

取組状況 

「がんばる地域応援プロジェクト」で申請団体が他の団体や

企業等と連携した場合に補助額を増額する「連携枠」を設けて

団体間の連携を促し、採択した 11 団体中７団体が制度を活用

し、有資格者による小学生向けの投資に関する講座や、ＮＰＯ

法人 Mitaka みんなの防災と連携した防災講座などを開催し

た。 

関連事業 

P.85 「24 がんばる地域応援プロジェクトの拡充」

福祉人財の養成と活動の支援 健康福祉部 

傾聴ボランティアや地域福祉ファシリテーターなど、地域福祉活動を推

進する担い手の養成について、社会福祉協議会等と連携しながら取り組む

とともに、担い手が継続的に活動できるよう支援する。 

取組状況 

福祉人財の確保を図るため、令和６年度は全７回にわたる傾

聴ボランティア養成講座を開催し、29 名の修了生を輩出し

た。 

地域福祉ファシリテーターについては、福祉のまちづくりを

協働で推進する人財の育成を目指した全 11 回の講座を修了

し、今後は地域での活動に取り組んでいく。本講座はルーテル

学院大学、武蔵野市、小金井市、調布市、三鷹市の４市及び各

市社会福祉協議会の計９団体が連携して実施した。 

関連事業 

P.99 「２ 地域ケアネットワーク推進事業の充実と発展」
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協働で取り組む公園の維持管理 都市整備部 

広報活動の充実、ボランティアの育成事業や、市公式ＬＩＮＥによる情

報提供機能の活用により、市民、企業等の管理による公園の増加を目指

す。また、公園等の美化活動などの日常的な清掃など維持管理を行う「公

園ボランティア」へ清掃・管理用具を支給する。 

取組状況 

公園等の美化活動及び施設維持管理などに関する情報交換を

目的とした、公園ボランティア団体連絡会を開催した。さら

に、より効果的な公園の維持管理を目指し、清掃や除草業務な

どの受託業者と連絡会を開催し、維持管理について意見交換等

を行った。令和６年度は、公園ボランティア団体に対し、10

件の清掃及び管理用具を支給した。（公園ボランティアが管理

する公園数及び団体数：56 公園／48 団体） 

令和６年11月末よりＬＩＮＥによる情報提供の運用を開始

し、３月までに11件の情報提供があった。 

２ 地域資源 

企業、大学との連携の推進 企画部 

企業や大学の持つ専門性を生かし、市民サービスの向上、行政の効率化

等に繋げるため、連携強化を図る。 

取組状況 

「東京ガス株式会社」及び「学校法人日本医科大学及び日本

獣医生命科学大学」とそれぞれ包括連携協定を締結し、市民サ

ービスの向上等に向けて連携・検討に着手した。 

市内産農産物の活用推進に向けた取組 
生活環境部 

教育部 

地産地消と食育の推進を図るため、学校給食における市内産農産物使用

率 30％の達成に向けた取組を行う。 

また、市内産農産物の使用量拡大に向けた取組をＪＡ東京むさしと連携

して実施する。 

取組状況 

 学校給食における市内産農産物使用率 30％を当面の目標とし

て、市内産農産物の購入経費の一部を農林費で負担するととも

に、市内産農産物の供給量拡充等のため、「都市農地の貸借の円

滑化に関する法律」に基づいた認定農業者等が貸借した都市農

地における学校給食用農産物の栽培に対する助成を行った。使

用率は、令和元年度比で 10 ポイント増の 17.9%（市内産野菜の

使用量は約 2.8 倍の 67,311kg）となった（令和５年度比では、

猛暑等の影響で 3.7 ポイント減、使用量は 13,900kg 減）。 

 ＪＡ東京むさしと連携し、目合わせ会や圃場見学及び三鷹産

農産物給食体験会を実施した。また、年２回の意見交換会を実

施し、今後の取組についての検討や課題の整理を行った。 
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関連事業 

P.135 「１ 市内産農産物の活用促進に向けた取組」 

P.178 「14 食育の推進」 

 

創業支援の推進 生活環境部 

三鷹産業プラザ第１期棟内に「創業コンシェルジュ」によるワンストッ

プ相談受付体制等を整備した新たな創業支援・コワーキングスペースを

2025（令和７）年８月に開設し、起業・創業支援の基盤強化を図る。 

取組状況 

「新創業支援施設整備支援業務」をまちづくり三鷹に委託

し、施設のコンセプト案や機能の検討等を行った。その検討結

果を含む成果物をもとに整備工事を実施し、令和７年２月末に

完成した。 

令和７年８月の本格開設に向けて、什器類・蓄電池の配置や

オペレーションの確認など、関係機関等と連携しながら準備を

進めていく。 

関連事業 

P.145 「７ 三鷹産業プラザ新創業支援施設の整備」 

 

商店街の維持・活性化 生活環境部 

まちづくり三鷹や三鷹商工会と連携した商店会への支援体制を構築する

とともに、商店会と地域団体等の連携によるにぎわい創出事業への補助や

新規出店者に対する支援等を行う。 

取組状況 

商店街のにぎわい創出等に向けて、まちづくり三鷹及び三鷹

商工会と連携した支援体制により、商店会の好事例、課題の把

握に向けた実態調査や情報交換会の開催、商店会が地域団体と

連携して取り組む活動への補助等を行った。 

また、市内への出店支援と商店会の活性化を目的とした「新

規出店者支援金」を新たに開始し、10 者に対して支給した。 

関連事業 

P.142 「２ 商店街の維持・活性化に向けた支援の充実」 

 

空き家等対策の推進 
企画部 

都市再生部 

「空き家等対策計画」の改定を行い、空き家等の対策を推進するととも

に、2024（令和６）年 10 月に創設した「三鷹市空き家活用マッチング支援

事業」により、三鷹市空き家活用促進アドバイザー会議のアドバイスを受

けながら空き家等の活用の促進を図る。 

また、2023（令和５）年に寄贈を受けた下連雀一丁目の物件について、

2026（令和８）年から空き家活用を視野に入れたモデル事業を実施する。 
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取組状況 

 空き家の利活用に向けて、令和６年 12 月にセミナーを開催

し、「三鷹市空き家活用マッチング支援事業」の制度の周知・啓

発を行った。令和７年３月までに、空き家の活用希望者の登録

数が８件となった。 

 寄贈を受けた下連雀一丁目の物件については、令和７年３月

にプレイベント「下連雀アート＆カフェ まちと空き家がつな

がる日」を開催し、地域の方への当該事業の周知や理解につな

げた。 

関連事業 

P.78 「12 寄贈物件の活用」 

P.164 「１ 空き家活用の促進」 

 

３ 広域連携 

東部処理区の流域下水道への編入に向けた検討・協議 都市整備部 

持続的かつ安定した下水処理、維持管理費の縮減、水質保全の向上を図

るため、東京都が策定した「多摩川・荒川等流域別下水道整備総合計画」

に位置付けられた三鷹市の単独処理区である東部処理区の流域下水道への

編入について、関係機関との協議を東京都と連携しながら行うなど、実施

に向けた取組を進める。 

取組状況 

 東京都と野川処理区関連市とで意見交換会を行った。 

また、令和７年３月、東京都が「多摩川・荒川等流域別下水

道整備総合計画」を、三鷹市をはじめ関係市の意見照会を経て

改定し、野川処理区については、将来的に処理水量の減少が見

込まれることから、野川水再生センターの建設計画は廃止さ

れ、増強した北多摩一号水再生センターと森ヶ崎水再生センタ

ーに下水を送水し処理する計画となった。 

 

４ 民間力 

包括管理委託の導入 都市整備部 

日常的な維持管理業務を担う担当部署の集約化と合わせて、直営管理を

行っている施設を中心に「包括施設管理委託」を 2026（令和８）年４月か

ら導入することで、効率的・効果的な維持保全を図るとともに、施設所管

課が施設運営業務に専念することにより、運営改善や市民サービスの質の

向上につなげる。 

取組状況 

 令和７年３月に「包括施設管理委託の導入に向けた実施方

針」を策定した。令和８年４月からの業務実施に向け、公募型

プロポーザルを令和７年５月～８月にかけて実施する。 

 優先交渉権者が決まり次第、協議・調整・準備期間を経て契

約し、令和８年４月より業務開始を予定している。 

関連事業 
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P.84 「21 民間を活用した維持保全の推進」 

 

三鷹幼稚園跡地の利活用 
子ども政策部 

都市再生部 

三鷹幼稚園跡地について、三鷹駅前地区の“子どもの森（仮称）”との連

携を見据えながら、民間が整備した施設を活用する効率的な事業スキーム

で、「幅広い年齢層の子どもたちにとっての居場所・遊び場」、「保護者が育

児等の悩みを気軽に相談できる場」及び「子どもたち自身も悩み等を相談

できる場」として整備する。 

取組状況 

令和６年 12 月に市の考えを取りまとめた「三鷹幼稚園跡地

利活用基本プラン（案）」を作成した。令和７年１月には、同

基本プラン（案）に係る意見募集を行い、その反映を経て令和

７年３月に同基本プランを策定した。 

また、令和７年１月に当該地の地権者との間で施設の整備に

向けた基本的事項に関する覚書を締結した。 

関連事業 

P.158 「11 三鷹幼稚園跡地の利活用」 

 

旧井口特設グラウンドの利活用の推進 
スポーツと文化部 

都市再生部 

旧井口特設グラウンドの敷地北側及び西側において恒久的な井口グラウ

ンド、防災・コミュニティ広場及び東西通路等を整備し、市民のスポーツ

機会の確保とともに、西部地区の防災拠点としての機能を強化する。敷地

南側については、市内医療体制を充実強化するため、医療機関誘致の取組

を進めるとともに、定期借地権を設定した土地の貸付けを行うことで、長

期にわたる安定的な歳入の確保を図る。 

取組状況 

井口グラウンド及び東西通路等を整備し、恒久的なスポーツ

施設としての井口グラウンドの開設に向け、令和６年６月に工

事請負契約を締結するとともに、同年12月に市民体育施設条例

の一部を改正し、令和７年４月１日から施行した。 

敷地の南側については、医療機関の誘致を目指して、市内の

病院を対象に公募による選定に取り組み、選定した事業予定者

との間で病院の開設及び運営に関する基本協定を締結し、定期

借地権設定契約を、令和７年12月を目途に締結することで確認

した。 

関連事業 

P.157 「７ 井口特設グラウンドの利活用の推進」 

P.194 「６ 井口グラウンドの整備工事等の実施」 

 

介護事業者の支援 健康福祉部 

 市内の小規模な介護事業者に対して補助金を支出することにより、職場
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環境の向上の促進及び介護サービス提供体制の整備に注力できる環境づく

りを支援する。 

取組状況 

事業継続のため、業務改善や職場環境の向上に取り組む市内

の介護事業者（常時雇用する職員が 19 人以下の法人）に対

し、介護サービスの提供以外に必要な業務の一部又は全部を外

部委託する場合に必要な経費に対して補助金を交付する「三鷹

市介護事業者事業継続支援事業補助金」を令和７年４月に創設

することとし、要綱の作成等を行うとともに、令和７年３月に

事業者向け説明会を開催し、制度の周知を図った。 

体系３ 持続可能な自治体経営 

１ 財政力 

まちづくり応援寄付の推進 企画部 

市の魅力発信や地域の産業振興などにつなげるとともに、財政基盤の強

化を図るため、まちづくり応援寄付における地域資源を活用した返礼品を

拡充するほか、2024（令和６）年７月より開始した大学応援寄付金の受付

により、市内の大学を支援する。 

取組状況 

市の魅力発信や産業振興等につなげるため、まちづくり応援

寄付における返礼品を拡充したほか、大学応援寄付金の受付を

開始した。市内大学の卒業生等が寄付を通じて母校を応援する

とともに、地域と大学の更なる連携を促進するため、ふるさと

納税による寄付を活用して市内大学への支援を行った。 

（三鷹市大学応援交付金交付実績 5,039,000 円） 

関連事業 

P.71 「３ まちづくり応援寄付の推進」

使用料、手数料の定期的な見直し 企画部 

受益と負担の適正化を図るため、対象事業費と使用料収入等のバランス

や他市の状況等を定期的に検証するとともに、施設のリニューアル等にあ

わせて見直しを行う。学童保育所育成料を改定するほか、学校開放におけ

る使用料の見直しに取り組む。 

取組状況 

 受益と負担の適正化の観点から 82 件の使用料・手数料等に

ついて、対象事業費とのバランス等の検証等を行った。検証の

結果、令和７年４月から学童保育所育成料及び延長育成料の改

定を行ったほか、学校体育施設使用料の令和８年度以降の見直

しなど、今後の見直しの方向性を確認した。 

 また、はなかいどう居室使用料の過誤徴収を受け、利用者の

料金収入に該当する使用料・手数料全件について、根拠法令に

基づく額を徴収しているかの再確認を行った。 
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国民健康保険事業・後期高齢者医療制度の適正な運用 市民部 

（国民健康保険事業）国民健康保険税率等の改定により、国保財政健全化

計画に基づき、段階的に一般会計からの法定外繰入の解消を図る。 

（後期高齢者医療制度）東京都後期高齢者医療広域連合に対し持続可能な

制度の運用を求めていく。 

また、子ども・子育て支援金制度の創設に基づき、2026（令和８）年度

からの対応に向けた取組を進める。 

取組状況 

 国民健康保険税について、国保財政の健全化と被保険者の負

担の適正化を図るため、低所得者世帯等の負担軽減に配慮のう

え、保険税の改定と均等割額の軽減基準額の引上げを行った。

一般会計からの法定外繰入額については、令和５年度より３億

2,800 万円の削減となった。 

 後期高齢者医療保険料について、運営主体である東京都後期

高齢者医療広域連合による保険料抑制のための特別対策を継続

しつつ、持続的な医療制度となるよう、全国市長会や東京都広

域連合を通じ、財政支援を国・東京都に要望した。 

子ども・子育て支援金制度については、令和８年度からの円

滑な施行に向けて、国の実施するシステム整備等の所要額調査

に回答するなど、取組を進めた。 

関連事業 

P.211 「１ 国民健康保険税の改定」

 「２ 国民健康保険税の軽減措置の拡充」 

下水道事業公営企業会計への移行に係る検証 
企画部 

都市整備部 

下水道事業の地方公営企業法の一部適用を踏まえ、資本費平準化債や下

水道使用料の見直しの検討など、経営的な視点をもって検証する。 

取組状況 

 「三鷹市下水道経営計画 2027」を策定し、今後 10 年間の収

支、経費回収率等についてシミュレーションを行った。引き続

き経理状況の分析を進め、経費の縮減を図りながら下水道使用

料にかかる検討も進めていく。 

関連事業 

P.216 「２ 「三鷹市下水道経営計画 2027」の策定」

２ 事業手法 

入札制度等の継続的な見直し 総務部 

入札制度等の継続的な見直しを進めるとともに、市が発注する公共工事

や委託業務等における市内事業者の受注機会及び事務負担軽減への配慮並

びに事務に従事する者の適正な労働環境整備を目的とした公契約条例を制

定し、公共サービスの質の向上を図っていく。 
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取組状況 

公契約条例の制定に向けた「基本的な考え方」を取りまとめ

るとともに、事業者団体・労働者団体との懇談会を開催し、関

連団体との意見交換を開始した。引き続き、広く意見聴取に取

り組むとともに、外部有識者へのヒアリングやパブリックコメ

ントを実施し、令和７年度中の条例制定に向けた検討を進めて

いく。

公共施設におけるエネルギー使用量の削減 
生活環境部 

教育部 

公共施設における省エネルギー活動を推進し、効果的なエネルギー利用

を進める。太陽光発電設備の導入や学校施設の照明のＬＥＤ化などを進め

るとともに、「みたか E-Smart」の運用を図り、目標値の達成に向けて温室

効果ガス排出量削減に取り組む。 

取組状況 

「みたか E-Smart」の運用により、自らの事務事業の成果と

エネルギー使用量の削減などを同時に実現する取組を行った。

また、「公共施設への太陽光発電設備等導入可能性調査」（令和

５年度実施）の調査結果を踏まえ、井の頭コミュニティ・セン

ター本館に太陽光発電設備を設置した。

さらに、井口小学校の校舎並びに第四小学校の校舎一部の照

明器具についてＬＥＤ化を実施した。 

関連事業 

P.86 「27 公共施設への太陽光発電設備の設置」

P.184 「７ 学校空調設備の計画的な更新及び照明器具のＬＥ

Ｄ化の推進」 

福祉 Labo どんぐり山の運営の検証 健康福祉部 

福祉 Labo どんぐり山について、当該条例附則に基づき、在宅医療・介護

研究センター、介護人財育成センター及び生活リハビリセンターの取組状

況を検証し、必要に応じて改善を図る。 

取組状況 

プロジェクトアドバイザー会議において、専門知識を持つ外

部のアドバイザーへ定期的に福祉 Labo どんぐり山の活動内容

を報告するとともに、適宜助言を取り入れることで、運営の改

善を図った。また、生活リハビリセンターでは、蓄積された事

例を体系的に整理し、市民や市内事業者へと発信する「事例

集」の作成に着手した。 

関連事業 

P.106 「13 三鷹市福祉 Labo どんぐり山の本格運営」

福祉住宅の運営の見直し 健康福祉部 

住宅セーフティネット制度の活用や新たな見守り制度の仕組みの検討な
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ど、民間との連携によるきめ細やかな居住支援への転換を図りながら、既

存の福祉住宅の在り方を見直す。 

取組状況 

「幅広い高齢者の住宅施策の推進について～借上げ型福祉住

宅の見直しに向けて～」（令和７年２月策定）において、福祉

住宅の運営の見直しの方針を定めた。令和７年度以降は、三鷹

市居住支援協議会（令和７年２月設置）と連携しながら、借上

げ型の福祉住宅に要している経費を、幅広い高齢者を対象とし

た支援策へと転換し、居住支援の裾野を広げる取組を進める。 

私立保育園運営費補助の見直し 子ども政策部 

私立保育園の運営費補助に当たっては、国が設定する公定価格を基準に

行っている一方で、保育サービスの質と量の充実を図るため、三鷹市独自

の上乗せ補助を行っているが、保育施設の入所状況等を踏まえつつ、他の

補助制度とのバランスを図りながら見直しを行う。 

取組状況 

入所児童数が定員に達していない保育所について、過員保育

士に係る人件費相当額を定員未充足助成として補助していた

が、年度途中の入所児童数の状況等を踏まえ助成内容を見直し

た。一方で、集団保育において配慮が必要な子に対する保育士

の加配に係る経費の助成を令和７年度から開始した。 

公立保育園の在り方検討 子ども政策部 

「公立の保育園・学童保育所のあり方に関する基本的な考え方」（令和４

年 12 月策定）に基づき、今後の具体的な保育施設の在り方を検討する。 

公設民営保育園４園について、2025（令和７）年４月から公私連携型保

育所へ移行する。 

取組状況 

 三鷹市立東台保育園、大沢台保育園、牟礼保育園及びこじか

保育園の公立保育園４園について、保育の継続性を保ちつつ、

新たな財源確保を図るため、令和７年４月から公私連携型保育

所（私立認可保育園）へ移行した。 

公立の保育園の今後の在り方については、保育ニーズ等を踏

まえた上で引き続き検討を行う。 

質を確保した行政サービスの委託化 子ども政策部 

保育園の調理員、調理補助員の求人等に係る職員の負担軽減や、栄養士

の専門性を生かした取組の充実を図るため、既に委託している下連雀保育

園以外の公設公営保育園においても、2025（令和７）年度以降順次、給食

調理業務の委託化を進めていく。 

取組状況 
 新たに令和７年度から、三鷹市立中央保育園及び上連雀保育

園において給食調理業務の委託化を図った。委託化に当たって
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は、保育園における給食業務の意義や特色を十分に理解し、こ

れまでと同様に安全で安心な給食を提供できるよう、プロポー

ザル方式により事業者を選定した。 

令和８年度以降の委託化については、各園の職員体制などを

踏まえながら進めていく。 

関連事業 

P.118 「12 保育園における給食調理業務の民間委託」

適正な行政サービスの運用に向けた継続的な検討 全庁 

以下に掲げる事業その他の行政サービスについて、社会情勢の変化を踏

まえ、適正な運用に向けた継続的な見直しを検討する。 

・健康診査及びがん検診等について、「健康診査・がん検診等の受診率向上

に向けた取組」、「国の指針に基づく各種がん検診の見直しと充実」及び

「健康診査受診後のフォローアップ事業等の充実」を進める。

・高額療養資金及び出産資金並びに介護保険高額サービス費資金の貸し付

けの実績を踏まえ、高額療養基金、出産資金貸付基金及び介護保険高額サ

ービス費資金貸付基金について、貸付制度の在り方も含め見直しを検討す

る。

取組状況 

・健康診査、がん検診等において、節目年齢での勧奨や個別の

受診勧奨を行うなど、受診率の向上に向けた取組を実施した。

また、乳がん検診において、国の指針に基づき実施内容の変更

を行うなど、科学的根拠に基づく適正な検診の実施を図った。

関連事業 

P.126 「３ がん検診の見直しとがん患者に対する支援の充

実」 

・これまでの実績を踏まえ、高額療養資金及び出産資金貸付基

金並びに介護保険高額サービス費資金貸付基金については、令

和７年３月 31 日をもって両基金条例及び両基金を廃止した。

なお、両基金の条例施行規則を全部改正し、国民健康保険事業

特別会計予算及び介護保険事業特別会計予算により同様の貸付

制度を継続していく。

体系４ 柔軟かつ機動的な組織づくり 

庁内横断的な組織づくり 企画部 

 複数の組織が連携し、複眼的に検討し、最適な解決を図るため、事務分

掌を明確にするなど適切な組織体制を確立する。 

取組状況 

総合的な防災施策や災害等の非常時の対応、防犯、交通安全

対策を一体的に推進するため、令和７年４月１日付けで「防災

安全部」を設置した。 

また、生涯学習課内に「市史編さん担当」、高齢者支援課内
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に「介護予防係」をそれぞれ新設するなど、新たな取組の推進

と社会情勢の変化や課題に対応するための体制を整備した。 

さらに、学校、コミュニティ・スクール委員会及び地域と連

携して、全校での地域子どもクラブの毎日実施を推進するとと

もに、学校３部制の第２部における子どもの居場所づくりを円

滑かつ早期に進めるため、「学童保育所及び地域子どもクラブ

に係る事務」を子ども政策部から教育部に移管した。 

職員定数の適正な管理 総務部 

 「職員定数適正管理に向けた対応方針」で掲げる「７つの基本方針」に

基づき、職員配置の最適化を図ると共に、柔軟な職員体制を構築する。 

取組状況 

各部局との綿密なヒアリングを繰り返しながら、令和７年度

施政方針に適う職員配置の最適化や職員体制を構築した。今後

も、市全体の事業や欠員等の状況を踏まえ、適宜職員採用試験

を実施し、人財を確保して適切な対応を図っていく。 

関連事業 

P.70 「１ 職員の人財確保に向けた取組」

三鷹市適正事務管理制度の推進 総務部 

 三鷹市適正事務管理制度による行政事務の点検・評価とリスク管理の意

識共有等を図ることにより、正確かつ適正な事務執行を確保する。 

取組状況 

令和５年度評価報告書について９月に議会報告と公表を完了

し、令和６年度のリスク管理状況の評価を令和７年１月から２

月にかけて実施した。さらに正確かつ適正な事務執行を確保す

るため、庁内で発生した不適切な事務処理事案について報告方

法を整備するとともに、市職員向け研修を拡充するほか、推進

体制の人員を強化することとした。あわせて、外郭団体等への

更なる適正な事務執行に向けた取組として、監査指摘事項等を

共有するとともに、市との協力の下でセルフチェックリストを

活用した取組を推進することとした。 

関連事業 

P.70 「２ 適正事務管理制度の更なる推進」
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